
JP 2010-532150 A 2010.9.30

10

(57)【要約】
運動エネルギーを電気エネルギーに変換するための電磁
エネルギースカベンジャ（１０）は、少なくとも１つの
永久磁石（１２）と、コイル面内に位置する１つ又はそ
れ以上のコイル（１１）とを備え、１つ又はそれ以上の
コイルは、電気エネルギーの供給のために電気的に相互
接続されている。エネルギースカベンジャ（１０）の機
械的運動の際、少なくとも１つの永久磁石（１２）がコ
イル面と平行な面でコイル（１１）に対して自由に移動
でき、これにより少なくとも１つのコイル（１１）に電
界を発生する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　運動エネルギーを電気エネルギーに変換するための電磁エネルギースカベンジャ（１０
）であって、
　少なくとも１つの永久磁石（１２）と、
　コイル面内に位置する１つ又はそれ以上のコイル（１１）とを備え、
　１つ又はそれ以上のコイルは、電気エネルギーの供給のために電気的に相互接続されて
おり、
　エネルギースカベンジャ（１０）の機械的運動の際、少なくとも１つの永久磁石（１２
）がコイル面と平行な面でコイル（１１）に対して自由に移動でき、これにより少なくと
も１つのコイル（１１）に電界を発生するようにした電磁エネルギースカベンジャ（１０
）。
【請求項２】
　少なくとも１つの永久磁石（１２）は、スカベンジャ（１０）の境界内でコイル面内で
自由に移動できるように適合した請求項１記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項３】
　エネルギースカベンジャの任意の機械的運動の際、コイル面と平行なスライド面で、少
なくとも１つの永久磁石（１２）のスライド運動を誘起するように適合した、請求項１ま
たは２記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項４】
　複数のコイル（１１）を備えた請求項１～３のいずれかに記載の電磁エネルギースカベ
ンジャ（１０）。
【請求項５】
　複数のコイル（１１）は、少なくとも１つの１次元アレイまたは２次元アレイに配置さ
れている請求項４記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項６】
　少なくとも１つの永久磁石（１２）のスライド運動を、スカベンジャ（１０）の境界内
で所定ゾーンに制限するための反発手段（１６）をさらに備え、所定ゾーンは、１つ又は
それ以上のコイル（１１）の少なくとも１つと重り合っている請求項１～５のいずれかに
記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項７】
　反発手段（１６）は、所定ゾーンの周囲に沿って配置される請求項１～６のいずれかに
記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項８】
　反発手段（１６）は、磁気スプリングまたは機械的カンチレバーのいずれかを含む請求
項６または７記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項９】
　少なくとも１つの永久磁石（１２）の運動をコイル面と非平行な方向に制限するための
手段をさらに備える請求項１～８のいずれかに記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０
）。
【請求項１０】
　運動をコイル面と非平行な方向に制限するための手段は、コイル面とほぼ平行な少なく
とも１つのプレートを含む請求項９記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０）。
【請求項１１】
　少なくとも１つのプレートは、少なくとも１つの永久磁石（１２）の運動中にエネルギ
ー損失を最小化するための低摩擦コーティングを含む請求項１０記載の電磁エネルギース
カベンジャ（１０）。
【請求項１２】
　少なくとも１つのコイル（１１）への磁束閉じ込めを改善するために、コイル面と平行
な面に、少なくとも１つの軟磁性層（１５０；１６０；１７１，１７２；１８１，１８２
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）をさらに備える請求項１～１１のいずれかに記載の電磁エネルギースカベンジャ（１０
）。
【請求項１３】
　少なくとも１つの軟磁性層（１７１，１７２；１８１，１８２）は、複数の区画（２１
０，２１１，２１２，２１３）を含む請求項１～１２のいずれかに記載の電磁エネルギー
スカベンジャ（１０）。
【請求項１４】
　運動エネルギーを電気エネルギーに変換するための方法であって、
　コイル面内に位置する１つ又はそれ以上のコイル（１１）に対して、少なくとも１つの
永久磁石（１２）を機械的に運動させることを含み、
　機械的運動は、コイル面と平行な面において少なくとも１つの磁石（１２）の自由運動
を提供するようにした方法。
【請求項１５】
　自由運動の提供は、１つ又はそれ以上のコイル（１１）に対して永久磁石（１２）の自
由スライド運動を提供することを含む請求項１４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、電磁的手段によってエネルギーを発生するための方法、および電磁
的手段によってエネルギーを発生するための装置またはエネルギースカベンジャ(scaveng
er)に関する。本発明の電磁エネルギースカベンジャは、微細加工(microfabrication)技
術に基づいて小型化できる。エネルギースカベンジャは、例えば、無線自立型トランスデ
ューサシステムなどの無線システムにおいて、例えば、無線自立型センサに給電するため
に使用できる。
【背景技術】
【０００２】
　将来の無線センサシステムネットワークは、典型的には数ｃｍ３の体積を占めるセンサ
ノードを含むようになる。これらのセンサノードに給電するためのバッテリの小型化は、
技術的制約および貯蔵密度の損失に直面する。このためバッテリをより効率的で小型化し
た電源と置き換える世界規模の努力が進行している。廃棄された環境エネルギーの回収に
基づいたエネルギースカベンジャは、バッテリの代替品になり得る。幾つかのスカベンジ
ャの概念は、熱エネルギー、圧力エネルギーまたは運動エネルギーの変換を基礎としてい
る。
【０００３】
　運動エネルギースカベンジャは、機械的運動の形態（例えば、振動またはランダム変位
の形態）のエネルギーを電気エネルギーに変換する。運動エネルギーから電気エネルギー
への変換では、例えば、圧電、静電気または電磁気の機構に基づいて様々な変換機構が採
用できる。圧電スカベンジャは、機械的な応力が加わると電荷を発生する活性材料を使用
する。静電気スカベンジャは、電気絶縁された帯電キャパシタ板の間の相対運動を利用し
てエネルギーを発生する。電磁スカベンジャは、電磁誘導のファラデーの法則に基づいて
、磁束勾配と導体との間の相対運動から電気エネルギーを発生する。例えば、コイルと結
合した磁束が時間の関数で変化すると、電磁コイルに電圧が誘導される。
【０００４】
　先行技術の電磁スカベンジャは、周期振動または衝撃パルスからエネルギーを収穫する
ための共振ダンプスプリング質量システムをしばしば使用している。ある文献（"Vibrati
on based electromagnetic micropower generator on silicon", Journal of Applied Ph
ysics, Vol. 99, 2006, Kulkarni et al.）は、単一コイルを載せたシリコンパドルを特
徴とした、微細加工した電磁スカベンジャを記載している。このコンポーネントは、シリ
コンカンチレバーを用いて振動フレームに対して懸架され、固定位置にある４個の永久磁
石の配置間に包囲されている。外部振動の印加時に、コイルを備えたシリコンパドルは、
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固定された永久磁石の間で共振し、これにより磁束勾配を誘起し、電圧を発生する。発電
機のサイズおよび構造はパドルの最大変位を制限する。効率的なエネルギー変換のために
は、電磁発電機の共振周波数は、外部振動の周波数と一致する必要がある。しかしながら
、実際の振動源は、典型的には共振周波数から外れたかなりの量のエネルギーを示す。さ
らに、共振発電機は、通常、１つの自由度を有するため、振動方向は、エネルギートラン
スデューサの感度方向と一致する必要がある。
【０００５】
　文献（"Vibrational energy scavenging with Si technology electromagnetic inerti
al microgenerators", C. Serre et al., Microsystem Technologies, Vol 13, p. 1655,
 2007）では、固定されたマイクロ加工のコイルと、共振膜に搭載された可動磁石とを備
えた電磁慣性マイクロ発電機が記載されている。ここでもコイルに対する磁石の最大変位
は、発電機のサイズおよび構造によって制限される。効率的な動作のために、発電機の共
振周波数は、外部振動の周波数と一致する必要があり、振動方向は、発電機の感度方向と
一致する必要がある。
【０００６】
　共振機械システムをベースとした、小型化した電磁スカベンジャは、小さな入力変位を
、有用な振動振幅に増幅する。これらのシステムの応用可能性は、これらの機械的共振の
バンド帯に制限される。小型化した共振システムは、例えば、人体の動きまたは長いスト
ロークの機械動作に遭遇した場合のように、５０Ｈｚより低い周波数に設計することはほ
とんど難しい。これは、必要な機械パラメータ、即ち、大きな質量および小さなサスペン
ション剛性(stiffness)が、小型化したシステムの寸法で取得することが難しいことに起
因している。
【０００７】
　文献（"Non-resonant vibration conversion", Journal of Micromechanics and Micro
engineering, Vol. 16, S169, 2006, D. Spreeman et al."）は、非共振変換機構をベー
スとした電磁スカベンジャを提案している。この手法は、直線振動から回転運動への変換
に基づいている。発電機ハウジングの機械的励振は、永久磁石が搭載された振り子の回転
をもたらす。振り子が回転すると、磁石は、円形配置されたステータコイルにおいて磁束
の変化を引き起こし、これにより電圧を誘起する。しかしながら、Spreemanのシステムの
短所は、直線運動を振り子の回転に変換する必要があることである。停止からスタートし
た場合、振動振幅と振り子長さとの比率が充分に大きいときにのみ完全な回転が得られる
。従って、スカベンジャの適切な動作は、初期の角度レート（幾何形状および振動振幅に
依存）を印加することを必要とする。
【０００８】
　磁石は、システムの架台(rest)に物理的に接続された振り子に装着される。従って、磁
石の運動は、固定軌跡に制約される。無線センサノードでの使用に必要な小型化は、困難
なものと予想される。その理由は、該機構が比較的高いモーメントを保持できるベアリン
グを必要とするためである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の実施形態の目的は、電磁気的手段によってエネルギーを発生するための良好な
装置または方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的は、本発明に係る方法および装置によって達成される。
【００１１】
　本発明は、コイル面内に位置する１つ又はそれ以上のコイル、例えば、コイルアレイに
対する永久磁石の運動に基づく電磁気的手段によって、運動エネルギーを電気エネルギー
に変換するための方法を提供する。機械的運動は、コイル面と平行な面において少なくと
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も１つの磁石の自由運動を提供する。自由運動とは、磁石がスカベンジャの境界内で自由
に動くことができ、即ち、懸架されないで、スカベンジャの他の部分、例えば、フレーム
、膜、振り子またはベアリングなどに固定されていないことを意味する。自由運動は、１
つ又はそれ以上のコイルに対して永久磁石のスライド運動であってもよい。
【００１２】
　本発明の実施形態に係る方法は、非調和(non-harmonic)で任意の運動、例えば、衝撃の
下で、そして調和運動の下で効率的な発電を可能にする。
【００１３】
　本発明はさらに、運動エネルギーを電気エネルギーに変換するための電磁エネルギース
カベンジャを提供するものであり、エネルギースカベンジャは、非調和で任意の運動の下
で動作し得る。本発明の実施形態に係る電磁エネルギースカベンジャは、少なくとも１つ
の永久磁石と、コイル面内に位置する１つ又はそれ以上のコイルとを備え、１つ又はそれ
以上のコイルは、電気エネルギーの供給のために電気的に相互接続されており、エネルギ
ースカベンジャの機械的運動、例えば、動作している機械による振動のような環境振動な
どの振動の際、少なくとも１つの永久磁石がコイル面と平行な面でコイルに対して自由に
移動でき、これにより少なくとも１つのコイルに電界を発生し、例えば、１つ又はそれ以
上のコイルに電圧を発生する。
【００１４】
　本発明の実施形態に係るエネルギースカベンジャは、２つの自由度を有し、面内運動か
らエネルギー発生を可能にする。コイルに対する磁石の相対変位は比較的大きい。先行技
術のシステムとは反対に、本発明の実施形態に係るシステムでは磁石とコイルとの間の（
間接的）物理接続が存在しない。
【００１５】
　さらに、本発明の実施形態に係るエネルギースカベンジャは、例えば、マイクロ加工ま
たはＭＥＭＳ(Micro-Electro-Mechanical Systems)技術に基づいて容易に小型化できる。
本発明の実施形態に係るスカベンジャでは、スカベンジャを振動周波数に一致するように
適合させる必要がない。さらに、本発明の幾つかの実施形態の利点は、スカベンジャの感
度方向と、機械的運動の方向、例えば、振動方向との一致を必要としない点である。
【００１６】
　スカベンジャは、少なくとも１つの電磁コイルを含み、この少なくとも１つのコイルは
電気的に相互接続され、コイル面内に位置しており、さらに、地震(seismic)質量として
機能する少なくとも１つの永久磁石を含む。好ましくは、スカベンジャは、電気的に相互
接続され、コイル面内に位置している複数のコイルを含む。この少なくとも１つの永久磁
石は、少なくとも１つのコイルの面と平行な面内において、スカベンジャの境界内で自由
に移動できる。電磁スカベンジャの任意の運動は、コイル面と平行なスライド面において
少なくとも１つの永久磁石のスライド運動を誘起し、これにより少なくとも１つのコイル
を通る磁束変化を引き起こし、少なくとも１つのコイルに電圧を誘導する。
【００１７】
　本発明の実施形態に係る電磁エネルギースカベンジャは、複数のコイルを備えてもよく
、複数のコイルは電気的に相互接続されている。本発明の実施形態において、複数のコイ
ルは、１次元アレイ状、複数の１次元アレイ状、または２次元アレイ状に配列してもよい
。他の配列も可能である。例えば、複数のコイルは複数の１次元アレイ状に配列され、永
久磁石は、複数の１次元アレイ状の各々について設けてもよい。
【００１８】
　本発明の実施形態に係る電磁エネルギースカベンジャは、電磁スカベンジャの任意の機
械的運動の際、コイル面と平行なスライド面において少なくとも１つの永久磁石のスライ
ド運動を誘起するように適合させてもよい。
【００１９】
　本発明の実施形態において、コイル面と平行な、少なくとも１つの永久磁石のスライド
運動を、スカベンジャの境界内で所定ゾーンに制限するための反発(repelling)手段を設
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けてもよく、所定ゾーンは、少なくとも１つのコイルの少なくとも１つと重り合っている
。
【００２０】
　反発手段は、所定ゾーンの周囲に沿って配列してもよい。磁石スプリングまたは機械的
カンチレバーを反発手段として用いてもよい。
【００２１】
　さらに、少なくとも１つの永久磁石の運動をコイル面に対して非平行な、例えば、垂直
な方向に制限するための手段を設けてもよい。例えば、コイル面に対してほぼ平行な少な
くとも１つのプレートを設けてもよい。上側プレートおよび下側プレートを設けてもよい
。少なくとも１つの永久磁石の運動をコイル面に対して非平行な方向に制限するための手
段、例えば、少なくとも１つのプレートは、運動中、例えば、少なくとも１つの永久磁石
のスライド運動中にエネルギー損失を最小化するための低摩擦コーティングを含んでもよ
い。
【００２２】
　本発明の実施形態において、少なくとも１つのコイルへの磁束閉じ込めを改善するため
に、少なくとも１つの軟磁性層をコイル面と平行な面に設けてもよい。少なくとも１つの
軟磁性層は、複数の区画(segment)を含んでもよい。
【００２３】
　これらおよび他の態様および利点は、本発明の実施形態の原理を例として説明した添付
図面を参照して下記詳細な説明を読むことによって、当業者に明らかとなろう。さらに、
この説明は単なる例に過ぎず、請求項による発明の範囲を限定することを意図していない
ことは理解されよう。下記に挙げた参照図面は、添付図面を参照している。
【００２４】
　異なる図面において、同じ参照符号は同じまたは類似の要素を参照している。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の実施形態に係る電磁スカベンジャの概略図である。永久磁石は、地震(s
eismic)質量として機能する。スプリング要素は、その動きを直線領域（図１（ａ））ま
たはコイルアレイ領域（図１（ｂ））に制限している。
【図２】円形コイルの占有面積と部分的にオーバーラップする円形磁石の説明図である。
コイルの輪郭と磁石の輪郭との共通部分が、磁石中心とコイル中心の間の線によって規定
される方向に、磁石中心点とコイル中心点の間にある点で生じている。
【図３】円形コイルの占有面積と部分的にオーバーラップする円形磁石の説明図である。
コイルの輪郭と磁石の輪郭との共通部分が、磁石中心とコイル中心の間の線によって規定
される方向に、磁石中心点とコイル中心点の間にない場所で生じている。
【図４】円形コイルの占有面積と完全にオーバーラップする円形磁石の説明図である。両
方の要素間で重なり合いがない。
【図５】異なる間隔で、円形磁石の３つの直径に関して、円形磁石と円形コイルの間で正
規化したオーバーラップエリアのシミュレーション結果を示す。
【図６】永久磁石が単一コイル上を１ｍ／ｓでスライド移動する場合、誘導電圧のシミュ
レーション結果を示す。ここで、磁石およびコイルは１ｍｍの直径を有し、コイルは１０
０回巻で、磁束１Ｔである。
【図７】コイルの直線配列の概略図である。隣接コイルは、交互の巻回方向を有する。
【図８】円形コイルの直線配列について、オーバーラップエリア（実線）およびオーバー
ラップエリアの変化（破線）のシミュレーション結果を示す。ここで、隣接コイルは交互
の巻回方向を有し、第１巻回方向を持つコイルだけを検討しており、コイルと同じサイズ
の円形磁石を用いている。
【図９】円形コイルの直線配列について、オーバーラップエリア（実線）およびオーバー
ラップエリアの変化（破線）のシミュレーション結果を示す。ここで、隣接コイルは交互
の巻回方向を有し、第２巻回方向を持つコイルだけを検討しており、コイルと同じサイズ
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の円形磁石を用いている。
【図１０】図８および図９のような２組の直線コイルアレイを組み合わせた場合、本発明
の実施形態に係るスカベンジャの計算した出力電圧を示す。
【図１１】マイクロコイルと部分的にオーバーラップした永久磁石の概略図である。オー
バーラップは、コイル巻線ごとに相違している。
【図１２】本発明の実施形態に係るスカベンジャの計算した出力電圧を示し、永久磁石は
、マイクロコイルの直線アレイ上をスライド移動している。
【図１３】コイルの２次元アレイ上をスライド移動する永久磁石の移動経路を示す。
【図１４】本発明の実施形態に係る２次元スカベンジャの出力電圧のシミュレーション結
果を示す。
【図１５】コイル下方に軟磁性層を備えた、本発明の一実施形態の概略図である。
【図１６】全コイル下方に１つの軟磁性層を備えた、本発明の一実施形態を示す。
【図１７】１次元の磁石移動と平行な磁化容易軸（矢印で示す）を備えた磁性層の概略図
である。
【図１８】１次元の磁石移動と垂直な磁化容易軸（矢印で示す）を備えた磁性層の概略図
である。
【図１９】本発明の一実施形態に係る磁性層の磁化曲線を示し、磁性層の磁化容易軸は１
次元の磁石移動と平行である。
【図２０】本発明の一実施形態に係る磁性層の磁化曲線を示し、磁性層の磁化容易軸は１
次元の磁石移動と垂直である。
【図２１】２次元の磁化容易軸（矢印で示す）を備えた磁性層の概略図である。
【図２２】近接した２つの永久磁石の磁界分布を示す。
【図２３】異なる磁束密度の２つの磁石間の反発力－変位を示す。
【図２４】コイル下方に１つの軟磁性材料を導入したときの影響を示す。
【図２５】本発明の実施形態に従って、磁石の直線移動についての実験装置の概略図であ
る。
【図２６】磁石サイズと比較したコイル寸法の概略図である。
【図２７】図２５の実験装置について測定した出力電圧および出力電力を垂直な正弦波励
磁周波数の関数として示し、異なる加速振幅で、９個のタイプＣ（表１で定義）のコイル
を備えた装置のものである。
【図２８】図２５の実験装置について測定した出力電圧および出力電力を垂直な正弦波励
磁周波数の関数として示し、異なる加速振幅で、１３個のタイプＢ（表１で定義）のコイ
ルを備えた装置のものである。
【図２９】垂直励磁周波数６．２Ｈｚでの電圧出力の過渡特性を示し、９個のタイプＣ（
表１で定義）のコイルを備えた装置のものである。
【図３０】垂直励磁周波数６Ｈｚでの電圧出力の過渡特性を示し、１３個のタイプＢ（表
１で定義）のコイルを備えた装置のものである。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明について特定の実施形態に関して、一定の図面を参照しつつ説明する。しかし、
本発明はこれによって限定されない。記載した図面は、概略的で非限定的なものである。
図面において、幾つかの要素のサイズは、説明目的のために誇張したり、縮尺どおり描写
していない。寸法および相対寸法は、本発明の実際の実施態様に対応していない。
【００２７】
　さらに、説明および請求項での用語「第１」「第２」「第３」などは、類似の要素を区
別するための使用しており、必ずしも連続的または空間的な順番を記述するためではない
。こうした用語は、適切な状況下で交換可能であり、ここで本発明の実施形態は、ここで
説明したり図示したものとは別の順番で動作可能である。
【００２８】
　さらに、説明および請求項での用語「上(top)」、「下(bottom)」、「の上に(over)」
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、「の下に(under)」等は、説明目的で使用しており、必ずしも相対的な位置を記述する
ためのものでない。こうして用いた用語は、適切な状況下で交換可能であって、ここで説
明した本発明の実施形態がここで説明または図示した以外の他の向きで動作可能である。
【００２９】
　用語「備える、含む(comprising)」は、それ以降に列挙された手段に限定されるものと
解釈すべきでなく、他の要素またはステップを除外していない。記述した特徴、整数、ス
テップまたは構成要素の存在を、参照したように特定するように解釈する必要があるが、
１つ又はそれ以上の他の特徴、整数、ステップまたは構成要素、あるいはこれらのグルー
プの存在または追加を除外していない。そして「手段Ａ，Ｂを備えるデバイス」という表
現の範囲は、構成要素Ａ，Ｂだけからなるデバイスに限定すべきでない。
【００３０】
　本発明は、１つ又はそれ以上のコイル、例えば、コイルアレイに対して、少なくとも１
つの永久磁石の自由運動に基づく電磁気的手段によって、運動エネルギーを電気エネルギ
ーに変換するための方法に関する。
【００３１】
　該方法は、非調和(non-harmonic)で任意の運動の下で効率的な発電を可能にする。本発
明はさらに、任意の運動を電気エネルギーに変換するための電磁スカベンジャに関する。
電磁スカベンジャは、２つの自由度を有し、面内運動からのエネルギー発生を潜在的に可
能にする。本発明の実施形態に係る電磁スカベンジャは、例えば、ＭＥＭＳ技術に基づい
て小型化できる。
【００３２】
　図１に示すように、本発明の実施形態に係るエネルギースカベンジャ１０は、ある面（
コイル面と称する）内にほぼ位置している、例えば、コイルアレイやマイクロコイルアレ
イなどの少なくとも１つのコイル１１と、地震(seismic)質量として機能し得る少なくと
も１つの永久磁石１２とを備える。
【００３３】
　永久磁石１２は、スカベンジャの他の部分に懸架されたり固定されたりしておらず、自
由に運動でき、例えば、コイル面に対して平行で、コイル面に近接した面であるスライド
面内のスライド移動できる。永久磁石１２とコイル１１との距離は、例えば、１００μｍ
～１ｍｍの範囲、例えば、１００μｍ～５００μｍの範囲でもよい。この構成は、永久磁
石１２が１次元で移動できるようにしてもよく（図１（ａ）に示す）、あるいは永久磁石
が２次元で移動できるようにしてもよい（図１（ｂ）に示す）。第１の場合（１Ｄ運動）
、永久磁石１２は、両端１４，１５に反発要素１６を備えたチャネル１３内でスライド移
動する。反発要素１６は、例えば、スプリングでもよい。
【００３４】
　第１の手法（２Ｄ運動）では、２Ｄ面内での永久磁石１２の運動が可能であり、面の４
つの辺１４，１５，１７，１８に反発要素１６を備える。少なくとも１つのコイル１１、
例えば、コイルアレイ１１は、フレーム１９によって包囲され、その上に反発要素１６を
固定してもよい。コイル面と平行でない方向での永久磁石１２の運動は、例えば、フレー
ム１９に戴置または装着された上側プレート（不図示）及び／又は下側プレート（不図示
）を用いて、運動エリア、例えば、スライドエリアを閉鎖することによって制限してもよ
い。運動中のエネルギー損失を最小化するために、上側プレート及び／又は下側プレート
は、低摩擦コーティングを有してもよい。
【００３５】
　上述したように、永久磁石１２の動きは、スプリングなどの反発要素１６を用いて、コ
イルアレイ１１のエリアに閉じ込めてもよい。スプリング１６は、例えば、機械的カンチ
レバーや磁気スプリングにできる。後者の場合、追加の永久磁石は、スライドエリアの外
側境界に配置される。追加の永久磁石は、スライド永久磁石と同じ極性を有してもよい。
スライドエリアの外側境界に配置された追加の永久磁石は、同じ極性のスライド永久磁石
が接近すると、反発力を発生する。磁気スプリングは、フレームとスライド永久磁石との
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機械的接触を防止できる利点を提供する。これは、システム全体の寿命にとって有益と考
えられる。
【００３６】
　機械的カンチレバーを反発要素１６として使用した場合、モノリシックデバイスが製造
できる。半導体材料、例えば、シリコン、あるいは他の適切な材料のマイクロ加工(micro
machine)によって、カンチレバーおよびフレーム１９を単一基板から、可能ならば、他の
デバイスと並行して製造することが可能である。マイクロ加工したスカベンジャの場合、
小型化したデバイスの占有面積は、例えば、１ｃｍ２のオーダーにできる。フレーム１９
および反発要素１６、例えば、スプリングは、マイクロ加工技術を用いて製造できる。少
なくとも１つのコイル１１は、マイクロコイルでもよい。マイクロコイルの製造は、充分
に確立した技術である。マイクロコイルは、例えば、半導体、例えば、シリコンの電気メ
ッキまたはポリマー成型によって製作でき、あるいは印刷も可能である。円板状の強い永
久磁石１２は、１Ｔに達する磁束密度を持つものが市販されている。追加の軟磁性要素（
後述する）は、電気メッキ、物理的堆積、または薄い金属シートからの精密加工で製作可
能である。
【００３７】
　本発明の実施形態に係るスカベンジャ１０の原理は、少なくとも１つのコイル１１、好
ましくは複数のコイル１１およびスライド永久磁石１２の配置に基づく。コイル１１は、
例えば、一列（図１（ａ）に示す）または２次元アレイ（図１（ｂ）に示す）に配置して
もよい。コイル１１は、電気的に直列接続してもよい。スカベンジャ１０の任意の運動は
、スライド面内の永久磁石１２の運動を誘導し得る。
【００３８】
　スライド永久磁石１２がコイル１１を通過するごとに、コイル１１を通る磁束が変化し
、電圧パルスが誘導される。コイル１１は、永久磁石１２が移動し、本発明の実施形態で
はその上をスライド移動するときに、電圧信号を発生する。発生した電圧振幅は、コイル
１１を通る磁束変化に依存し、これ自体、コイルのインダクタンス、磁石の磁束密度、磁
石の速度に依存する。全体の出力電力は、コイルの電気抵抗にも依存する。
【００３９】
　本発明の特定の実施形態において、全てのコイル１１が電気的に直列接続される。コイ
ル１１は交互の巻回方向を有するように（即ち、隣りのコイル１１が異なる巻回方向を有
するように）配置することが有益である。例えば、コイル１１が時計周りの巻回方向を有
する場合、その隣りのコイル１１は反時計周りの巻回方向を有してもよい。代替として、
コイル１１が反時計周りの巻回方向を有する場合、その隣りのコイル１１は時計周りの巻
回方向を有してもよい。
【００４０】
　本発明の実施形態に係る電磁スカベンジャの予想される出力電圧は、少なくとも１つの
コイル１１、例えば、複数のコイル１１および永久磁石１２が円形状である構成について
モデル化した。モデル化は、２つの円のオーバーラップエリアの幾何解析に基づく。結合
した磁束が時間上で変化すると、コイル１１の内部で電圧または起電力が発生する。磁束
は、スライド永久磁石１２によって発生する。磁束の変化は、コイル１１と永久磁石１２
との間のオーバーラップエリアの変化に起因してもよく、磁束密度の変化に起因してもよ
い。起電力ｅ．ｍ．ｆ．は、式（１）によって与えられる。Ｂは磁束密度、Ａはコイル１
１と永久磁石１２との間のオーバーラップエリアである。
【００４１】
【数１】
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【００４２】
　誘導電圧を計算するためには、時間に関してコイル１１を通る磁束変化を決定する必要
がある。実施したシミュレーションでは、永久磁石の磁束密度Ｂは時間に関して変化しな
いと仮定している。
【００４３】
　図２は、コイル１１の占有面積と部分的にオーバーラップする磁石１２を示す。この設
定は、磁石１２およびコイル１１が、それぞれ半径ｒ２（磁石１２）および半径ｒ１（コ
イル１１）の円形形状を有すると仮定してモデル化した。ｘ－ｙ面において、図２に示す
ように、磁石１２の中心点が座標（ｘ０，０）を有し、コイルの中心点が座標（０，０）
を有する。そして、これらの間隔（即ち、磁石１２の中心点とコイル１１の中心点との間
隔）は、ｘ０で与えられる。両要素の輪郭（即ち、磁石１２の輪郭およびコイル１１の輪
郭）は、２つの点（ｘ’，－ｙ’）（ｘ’，＋ｙ’）で交差する。
【００４４】
　ｘ０，とｘ’の値に応じて、異なる状況に対処する必要がある。第１の場合、｜ｘ０｜
＞ｒ１＋ｒ２を満足すると、磁石１２とコイル１１の間にオーバーラップが存在しない。
中心点間の間隔ｘ０は、半径の合計より大きい。両方の円の間にオーバーラップが存在し
ないため、オーバーラップエリアの変化を決定する必要はない。第２の場合、｜ｘ０｜＜
ｒ１＋ｒ２が真であれば、両方の円は少なくとも部分的にオーバーラップする。
【００４５】
　更なる幾何解析のため、図２、図３、図４に示すように３つの状況を区別する必要があ
る。図２は、｜ｒ２－ｒ１｜≦｜ｘ０｜、およびｘ０・ｘ’＞０である状況を示し、これ
はコイル１１の輪郭と磁石１２の輪郭との交差が、磁石中心点とコイル中心点との間にあ
る点で生ずることを意味する。図３に示す状況では、｜ｒ２－ｒ１｜≦｜ｘ０｜、および
ｘ０・ｘ’＜０であり、これはコイル１１の輪郭と磁石１２の輪郭との交差が、磁石中心
点とコイル中心点との間にない場所で生ずることを意味する。第３の状況では、図４に示
すように、｜ｒ２－ｒ１｜＞｜ｘ０｜で、コイル１１の輪郭と磁石１２の輪郭との交差が
存在しない。この場合、磁石１２の直径がコイル１１の直径より大きく、磁石１２は、コ
イル１１の占有面積を完全にオーバーラップする。
【００４６】
　磁石１２の輪郭とコイル１１の輪郭との交差点（ｘ’，ｙ’）および（ｘ’，－ｙ’）
は、円を定義する２つの次式によって容易に導出できる。
【００４７】
【数２】

【００４８】
　ここで、第１の式は磁石１２の輪郭を記述し、第２の式はとコイル１１の輪郭を記述し
ている。ｘ，ｙについて解くと、交差点は次のように決定できる。
【００４９】

【数３】

【００５０】
　交差点が磁石中心点とコイル中心点との間にある場合（｜ｒ２－ｒ１｜≦｜ｘ０｜およ
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び、ｘ０・ｘ’＞０、図２を参照）、磁石とコイルの間のオーバーラップは、図２に示す
エリアＡ１，Ａ２の合計である。エリアＡ１，Ａ２は、次のように決定できる。
【００５１】
【数４】

【００５２】
　角度α，βは、ラジアンで表され、次式で与えられる。
【００５３】
【数５】

【００５４】
　交差点が磁石中心点とコイル中心点との間にない場合（｜ｒ２－ｒ１｜≦｜ｘ０｜およ
び、ｘ０・ｘ’＜０、図３を参照）、エリアＡ１，Ａ２は、次のように決定できる。
【００５５】
【数６】

【００５６】
　これらの式の組を用いて、円の中心点間の任意の距離について、異なる半径ｒ１，ｒ２

の２つの円のオーバーラップエリアを決定することが可能である。
【００５７】
　図５は、磁石１２の３つの直径（ｒ２＝１　曲線５０、ｒ２＝１．５　曲線５１、ｒ２

＝２　曲線５２）に関して、２つの円について正規化したオーバーラップエリア（コイル
１１の直径ｒ１＝１）を、これらの中心点間の距離の関数として示す。図５から、２つの
円の間のオーバーラップが存在すると、オーバーラップエリアは、完全にオーバーラップ
するまでは、中心点間の距離の関数としてほぼ直線的に増加することが結論付けられる。
オーバーラップエリアの更なる減少も、円の中心点間の距離についてほぼ直線的な関数で
ある。このことは、円形コイル１１に対する円形磁石１２の直線運動では、一定の電圧が
誘導されるという結論を導く。一定の速度ｖを磁石１２に与えた場合、コイルに対する磁
石の位置は、時間上の任意の点で計算できる。
【００５８】

【数７】

【００５９】
　そして、ファラデーの法則を導入できる。
【００６０】
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【数８】

【００６１】
　ここで、Ｕｉｎｄは、コイル１１に誘導される電圧であり、ｎは、コイルの巻線数、Ｂ
は、磁束密度、Ａは、磁石１２とコイル１１の間の全体オーバーラップエリアである。Ａ
は特定の場所で数値的に見積もられるため、ΔＡ／Δｔを計算するのは容易である。図６
は、磁石１２がコイル１１に対して１ｍ／ｓで移動した場合（ｒ１＝ｒ２＝１ｍｍ，ｎ＝
１００，Ｂ＝１Ｔ）、単一のコイル１１の（計算した）誘導電圧を示す。図示した例では
、オーバーラップエリアＡが増加すると、電圧は最初に負である。オーバーラップエリア
Ａが最大になると、電圧は符号を変化させ、減少し始める。
【００６２】
　本発明の実施形態に係る電磁スカベンジャの原理は、少なくとも１つのコイル１１、本
発明の実施形態では複数のコイル１１の配置に基づいており、複数のコイル１１は電気的
に接続され、永久磁石１２が移動またはその上をスライド移動すると、各コイル１１が電
圧信号を発生する。
【００６３】
　好ましい実施形態では、隣接コイル１１は、交互の巻回方向を有してもよい。即ち、第
１巻回方向を有するコイル１１は、第１巻回方向とは反対の第２巻回方向を持つ隣接コイ
ル１１（図１または図７に示すように、直線１Ｄアレイの場合は２個）を有してもよい。
例えば、第１巻回方向は時計周りの巻回方向で、第２巻回方向は反時計周りの巻回方向で
もよい。代替として、第１巻回方向は反時計周りの巻回方向で、第２巻回方向は時計周り
の巻回方向でもよい。
【００６４】
　図８は、直線配列についてのシミュレーション結果を示すもので、コイル７１，７２は
交互の巻回方向を有しており、第１巻回方向を持つコイル７１だけを検討している（即ち
、直線コイルアレイにおける２番目ごとのコイル）。これらのコイル７１は直列接続され
る。図８は、コイル７１と磁石１２とのオーバーラップエリア（実線８０）およびオーバ
ーラップエリアの変化（破線８１）を示し、コイル７１と同じサイズの磁石１２を用いる
ことと仮定している。磁石１２の半径ｒ２で、２ｒ２のコイル間隔に起因して、図８に示
すように、周期的に変化する特性が得られる。実線８０は、磁石１２とコイル７１とのオ
ーバーラップエリアを与え、破線８１は、オーバーラップエリアの変化に対応する。磁石
１２と他のコイル７２（即ち、第２巻回方向を持つコイル７２）とのオーバーラップエリ
ア９０およびオーバーラップエリアの変化９１を解析すると、図９に示すように、周期の
半分だけシフトした同様な特性が得られる。
【００６５】
　本発明の特定の実施形態では、コイル７１，７２の両方の組の電圧を組合せてもよい。
これは、第１巻回方向を持つ全てのコイル７１および第２巻回方向を持つ全てのコイル７
２を直列接続することによって物理的に行ってもよい。得られる電圧信号は、図１０に示
している。出力電圧の周期性は、２つのコイル直径と等しい。このモデルの簡略さに起因
して、その形状はほとんど矩形状である。この特性は、電力変換の目的のために、出力電
圧の整流および更なる利用を容易にする。
【００６６】
　より現実的なモデルは、例えば、微細加工(microfabrication)したコイルまたはマイク
ロコイル１１０の平面的(planar)な特性も検討する必要がある。こうした微細加工したコ
イル１１０は、典型的には、図１１に示すように、同一面内に多数の巻線を備える。こう
した巻線の導体経路１１１の現実的な最小ライン幅は、約５μｍである。コイル１１０の
直径を約１ｍｍに設定すると、全体の巻線数は制限される。巻線数の増加は、複数のコイ
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ルレベルを用いた場合（例えば、巻線が複数の平行面に配置された場合）に、可能なだけ
である。図１１は、同一面内に複数の巻線を備えたマイクロコイル１１０と部分的にオー
バーラップした永久磁石１２の概略図であり、磁石１２とコイル１１０とのオーバーラッ
プエリアは、コイル巻線ごとに相違している。
【００６７】
　こうしたプレーナ型マイクロコイル１１０をモデル化する手法は、図１１に示すように
、スパイラルコイルを同心円の組として近似することである。その結果、誘導電圧は、個
々の巻線の寄与分の重ね合わせである。発生した電圧の合計は、複数の巻線について上述
した手順を適用することによって決定できる。発生した電圧の波形への影響は重要である
。この影響は、図１０と比較した場合、図１２に示したシミュレーション結果から結論付
けられる。信号波形の変化にも関わらず、その電圧は、整流および変換に利用可能である
。全体的な影響は、図１０と比べて、より高い周波数成分が存在する点であり、実効電圧
が減少して、より低い電力出力をもたらす点である。
【００６８】
　面内の運動または振動からの回収を可能にするため、図１３に示すように、コイルの２
次元的な設定が使用できる。従って、上述したモデル化は、２次元コイルアレイの上を自
由にスライド移動する磁石１２を対象とするために拡張する必要がある。コイルは、全て
同じ巻回方向を有し、電気的に直列接続してもよい。代替の実施形態では、隣接するコイ
ル１３１．１３２は、図１３に示すように、異なる巻回方向を有してもよい。下記では、
任意の開始角度での磁石１２の直線運動を検討しており、スカベンジャの側壁から衝撃お
よび跳ね返り後に、正しい方向変化を含む。この手法では、図１３に示すように、磁石の
軌跡は最初に決定される。そして、磁石１２と各コイル１３１．１３２との間の距離は、
下記の式を評価することによって決定される。
【００６９】
【数９】

【００７０】
　ここで、ベクトルｒｍａｇｎは、磁石の位置であり、ベクトルｒｃｏｉｌ（ｍ，ｎ）は
、２次元コイルアレイの第ｍ行および第ｎ列でのコイルの位置を与える。得られた電圧は
、図１４に示す。この図から明らかなように、永久磁石１２について２Ｄ面内の自由直線
運動が許容される場合、信号の品質はさらに減少する。さらに、信号の特性は、初期の方
向ベクトルに大きく依存する。
【００７１】
　図１０および図１２に示した結果と比べて、図１４に示す信号は、減少した二乗平均平
方根（ＲＭＳ: root-mean-square）値を含む。従って、永久磁石の動きを１次元に制限す
ることは有益であると思われ、複数のコイルを備えた幾つかの直線チャネルを平行に配置
してもよく、各チャネルは、チャネルの長手軸に対応した方向に移動できる個々の永久磁
石を運ぶようにする（図示していない実施形態）。この構成は、複数のコイルを含む第２
組の直線チャネルと組み合わせてもよく、第２組のチャネルの長手軸は、第１組のチャネ
ルの長手軸に対して９０度だけ回転している。こうしてチャネルの各組は、その長手軸と
平行な方向の運動を捕獲するが、図１０または図１２に示すような電圧信号を提供し、こ
れは、永久磁石が２次元で自由に移動できる場合と比べて、更なる処理にとってかなり良
く適している（図１４）。
【００７２】
　本発明に係る電磁スカベンジャ１０の実施形態において、コイルを通る磁束は、軟磁性
層をコイル１１の下方に追加することによって増加できる。これは、図１５に示す。図示
した例では、磁石１２の運動は、軟磁性層１５０中の矢印で示すように、永久磁石１２の
磁界への軟磁性層１５０の磁化整列を生じさせようになる。例えば、ＮｉＦｅまたはＣｏ
ＺｒＮｂが、軟磁性材料として使用できる。本発明の実施形態において、図１６に示すよ
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うに、コイルアレイ全体の下方にある１つの軟磁性層１６０を設けてもよい。最大効率の
ため、異なる磁化方向を備えた、軟磁性層の複数区画(sections)を必要としてもよい。軟
磁性層は、例えば、複数区画に堆積した軟磁性膜でもよい。
【００７３】
　スライド磁石１２の運動により、磁力は軟磁性層１６０に作用する。本発明の状況で適
用されるような軟磁性の薄膜は、しばしば異方性透磁率を示すものであり、これは透磁率
または磁束案内能力が全ての方向で等しくないことを意味する。最大透磁率は、容易軸に
対して垂直な方向に沿って見つかる。軟磁性膜を外部磁場中で堆積すると、異方性を高め
ることができる。堆積中の磁場は容易軸の方向を決定し、何れの場合でも磁性層の面と平
行になるようになる。
【００７４】
　可能性のある設定の例を図１７と図１８に示す。図１７において、軟磁性層は、それぞ
れ一方向のスライド磁石運動に対して平行な磁化容易軸（矢印で示す）を有する複数の区
画(sections)１７１，１７２を備える。図１８において、軟磁性層は、一方向のスライド
磁石運動に対して垂直な磁化容易軸（矢印で示す）を有する１つ又はそれ以上の区画１８
１，１８２を備える。磁界が容易軸と平行である場合（図１７の設定に対応）に得られる
材料の磁化曲線を図１９に示す。ヒステリシスが発生していることが判る。磁界が容易軸
と垂直である場合（図１８の設定に対応）に得られる磁化曲線を図２０に示す。
【００７５】
　磁界Ｈが容易軸と平行な方向に印加された場合、即ち、容易軸と平行な方向に移動する
永久磁石１２では、保磁力Ｈｃ未満である磁界強さＨの値での磁束案内効率は弱く、磁化
は、保磁力Ｈｃの値付近で不規則に変化する。一方、図２０を参照して、磁界が容易軸と
垂直な方向に印加された場合、即ち、容易軸と垂直な方向に移動する永久磁石１２では、
磁化は、印加磁界方向に向けて磁化の回転を伴った印加磁界に反応する。保磁力Ｈｃは極
めて低く、磁界強さＨの低い値での透磁率は高い。
【００７６】
　さらに、磁界方向（即ち、符号）の変化は、透磁率の値に実質的な不連続性をもたらさ
ない。この第２の実施形態を選択することによって、保磁力Ｈｃは比較的低く、低い磁界
強さでの透磁率は比較的高い。
【００７７】
　２Ｄの場合、任意ではあるが、可能な限り多くの軟磁性層の区画を伴って動作するよう
にできる。軟磁性層は、各区画において、隣接する区画の容易軸方向とは異なる磁化容易
軸を有し、異なる磁界方向について（即ち、永久磁石１２の異なる運動方向について）良
好な動作するデバイスが得られる。これは、磁束案内材料の大部分に渡って、保磁力は比
較的低く、低い磁界強さでの透磁率は比較的高いことを意味する。しかしながら、実用的
な理由のため、図２１に示すように、軟磁性区画の数は、４つの区画２１０，２１１，２
１２，２１３に制限してもよい。
【００７８】
　フリーウェアのツールＦＥＭＭ４．０．１を用いたシミュレーションに基づいて、コイ
ルアレイ１１の近傍、例えば、下方へ追加の軟磁性材料２４０を集積化することは、磁束
の案内という点で有益であることを証明した。これは、コイル１１との磁束鎖交(linkage
)を改善する。案内無しの磁界分布（図２４の左図を参照）は、発散する磁力線を示して
いる。実際の応用では、コイル１１は、スライド磁石１２から特定の距離に配置してもよ
いため、磁石１２から出た全ての磁力線が通過しなくてもよい。これは、高い透磁率を持
つ材料の使用によって改善できる。これは、磁気回路の磁気抵抗(reluctance)を効率的に
低減し、これにより図２４の右図に示すように磁束特性を改善する。
【００７９】
　上述したように、本発明に係る実施形態では、スライド永久磁石１２をコイルアレイ１
１のエリアに閉じ込めるための反発要素１６として磁気スプリングを使用してもよい。磁
気スプリングの動作原理は、同一極性の２つの永久磁石の反発力に基づいている。本発明
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の実施形態において、追加の永久磁石は、スライド面の外側境界に配置され、追加の永久
磁石は、スライド永久磁石１２と同じ極性を有する。スライド永久磁石がスライド面の外
側境界に配置された永久磁石に接近すると、これらの磁界が重なり合い、エネルギー密度
が著しく増加する。これは、強い反発力を生じさせる。円盤状の永久磁石１２から発する
磁界の不均一特性に起因して、反発力は、間隔に対して非線形で変化する。
【００８０】
　事前の数値的シミュレーション（フリーウェアのツールＦＥＭＭ４．０．１を使用）を
実施して、磁気スプリングの概念を説明し、同一極性の２つの永久磁石の反発力を決定し
た。シミュレーション結果を図２２と図２３に示している。結果は、反発力が強い非線形
であることを確認した。磁気スプリングの利点は、間隔が極めて小さくなって反発力が劇
的に増加する場合に、機械的衝撃を完全に防止できることである。これは、図２３に示し
ており、異なる磁界強さを有する磁石に関して、磁石の間隔の関数として反発力を示す。
２Ｔは曲線２３０に、１Ｔは曲線２３１に、０．５Ｔは曲線２３２に示している。
【００８１】
　図２５に示すように、ＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）を用いて本発明の実施形態
に係る電磁スカベンジャのマクロ的な実験装置を製作した。永久磁石１２および小型コイ
ル１１を組み立てた。チャネル２５０をスライドエリアとして設け、そこでは、電磁スカ
ベンジャ１０の運動時に、永久磁石１２が１次元で自由にスライド可能である。永久磁石
１２を備えたチャネル幅は５ｍｍである。永久磁石２５１は、磁気スプリングとして機能
し、永久磁石１２を備えたチャネル２５０の端部に固定される。永久磁石２５１と同じ極
性の永久磁石１２は、磁気スプリング２５１の間でチャネル２５０内に自由にスライド可
能である。永久磁石２５１は、２ｍｍの高さを有する。電磁スカベンジャの外寸法は、１
００ｍｍ（長さ）×４０ｍｍ（幅）×１５ｍｍ（高さ）である。小型コイル１１は、図２
６と表１に示すように、３つの異なる設計例（タイプＡ、タイプＢ、タイプＣ）で巻回で
きる。タイプＡは、コイル１１の外径が磁石の半径と等しい場合に対応する。タイプＢで
は、磁石の半径がコイル外径とコイル内径の間にある。最後に、タイプＣでは、磁石の半
径がコイル１１の内径と等しい。巻数およびワイヤ直径は、各コイルについて５０Ωのオ
ーミック抵抗となるように適合させた。これは、スカベンジャとしての動作時に、電力整
合(power matching)を容易にする。
【００８２】
【表１】

【００８３】
　タイプＢとタイプＣのコイル寸法を用いて２つのマクロ実験装置を組み立てた。実験装
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置は、振動試験システム（ＴＩＲＡ　ＴＶ　５２１２０）の上に垂直に、即ち、チャネル
２５０の長手方向が垂直方向になるように搭載した。従って、スライド磁石１２は、一定
の重力を受けた。
【００８４】
　静止時には、可動磁石１２は、その重量および、磁気スプリングとして機能する下側固
定磁石２５１の反発力によって決定される位置にあった。励振時には、スライド磁石１２
は、チャネル２５０およびコイル１１に対して相対的に移動した。この動きは、コイル内
に電圧を誘導した。個々のコイル１１は直列接続した。隣接コイルの巻回方向は交互であ
り、即ち、２つ目のコイルごとに時計回りの巻回方向であり、他のコイルは反時計回りの
巻回方向であった。
【００８５】
　実験装置は、５Ｈｚ～１０Ｈｚの範囲の周波数を持つ正弦波運動を受けた。加速振幅は
、０．２５ｇ～０．６ｇで変化した。これは、周波数に依存するが、６ｍｍ～０．６ｍｍ
の変位振幅に対応した。出力電圧を最外側のコイルの端子間で測定した。出力は非調和振
動信号であるため、ＲＭＳ値をデジタルマルチメータを用いて測定した。コイルアセンブ
リの抵抗値が既知であるため、整合した負荷条件の下での供給電力は、ＲＭＳ値から計算
できた。
【００８６】
　図２７において、直列接続された９個のタイプＣのコイル（表１で定義されている）を
備えた実験装置を用いて、３つの異なる励振レベル（加速振幅０．５ｇ，０．４ｇ，０．
２５ｇ）で得られた測定結果を示す。各励振レベルで、励振周波数の関数として電圧およ
び電力の出力の類似の挙動が観測できる。最低周波数では、電圧および電力の出力は、周
波数とともに僅かだけ増加している。この周波数範囲では、スライド磁石１２はコイル１
２に対してほとんど動きがなく、その位置は重力および反発力の釣り合いによって影響さ
れる。
【００８７】
　より高い励振周波数では、共振に類似した挙動が見られる。この種の挙動が始まる周波
数は、励振レベルに依存している。この共振に類似した挙動は、チャネル２５０の全体長
さに渡って磁石１２の運動に関連しており、コイル１１を通る著しくより大きな磁束変化
をもたらし、より高い電圧および電力出力をもたらす。周波数の増加とともに、出力電圧
および電力はさらに増加する。しかしながら、所定の周波数において、磁石１２の振動は
不安定になり、新しい状態に変化する。この状態では、固定磁石２５１がチャネル２５０
と共に振動しているが、スライド磁石１２の慣性が静止位置（グローバル座標に関して）
に導いて、そこでは磁束変化および電圧出力が外部振動振幅によって決定されるのみであ
る。
【００８８】
　１３個のタイプＢのコイル（表１で定義されている）を備えた実験装置に関して、５つ
の異なる励振レベル（加速振幅０．６０ｇ，０．５５ｇ，０．４５ｇ，０．３５ｇ，０．
２５ｇ）で同じ実験の結果を図２８に示す。この場合も共振に類似した挙動の存在が観測
できる。極めて低い励振レベル（０．２５ｇ）では、「共振」状態が存在しない。より高
い励振では、高い出力を伴う複数の周波数範囲が存在する。０．６の励振レベル、６．２
Ｈｚの周波数で、２５０μＷの出力電力が再現可能に得られた。この効果は、極めて狭い
バンド幅を有すると考えられ、これより低い周波数および高い周波数では振動減衰が低い
出力にすぐに減衰している。
【００８９】
　実施した実験での磁石の動きの垂直方向に起因して、得られる過渡電圧出力信号は完全
に調和していない。これは、上側および下側の固定磁石２５１に接近する場合、磁石の振
動の非対称性に起因している。振幅変調は、チャネル内を動くときに、磁石の速度が変化
することに起因する。最大速度および最大電圧出力は、スライド磁石１２の位置が固定磁
石２５１の中間にあるときに発生するが、反転ポイントでは、速度および電圧出力は一時
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もたらす。
【００９０】
　実験結果から、スライド磁石１２がチャネル２５０の全体長さに渡って移動して、最大
出力電圧および電力をもたらすような、ある範囲の励振周波数が存在すると結論できる。
この周波数範囲は、例えば、２つの固定磁石２５１の間隔の適切な調整によって設計でき
る。エネルギースカベンジャの出力は、振幅および位相変調された調和信号として得られ
る。
【００９１】
　以上、マクロ的なスカベンジャ装置について説明したが、本発明はこれに限定されない
。本発明の実施形態の利点は、例えば、マイクロ加工またはＭＥＭＳ技術を用いて、装置
が小型化でき、ミリメータのスケールにできることである。ＭＥＭＳベースのスカベンジ
ャは、例えば、１ｃｍ２オーダーの全体占有面積を有し、電気メッキしたコイルおよび１
ｍｍオーダーの直径を持つ小型永久磁石を組み込んでもよい。反発要素１６として機械的
カンチレバーを用いた場合、モノリシックデバイスが製造できる。
【００９２】
　シリコンなどの半導体材料、または他の適切な材料のマイクロ加工によって、カンチレ
バーおよびフレーム１９を単一の基板から、可能ならば他のデバイスと並行して、製造す
ることが可能である。フレーム１９および反発要素１６、例えば、スプリングは、マイク
ロ加工技術を用いて製造してもよい。少なくとも１つのコイル１１は、マイクロコイルで
もよい。マイクロコイルの製造は、充分に確立した技術である。マイクロコイルは、例え
ば、半導体、例えば、シリコンの電気メッキまたはポリマー成型によって製作でき、ある
いは印刷も可能である。円板状の強い永久磁石１２は、１Ｔに達する磁束密度を持つもの
が市販されている。軟磁性層は、電気メッキ、物理的堆積、または薄い金属シートからの
精密加工で製作可能である。
【００９３】
　説明した実施形態は例に過ぎず、本発明の範囲を限定するものでないと理解すべきであ
る。請求項は、その効果に言及していない限り、説明した順番または要素に限定されるも
のと解釈すべきでない。従って、下記請求項およびその均等物の範囲および精神の範囲内
にある全ての実施形態は、本発明として権利請求されている。
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